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企業経営におけるシステム的アプローチ
田 杉 競
ーは~じめに
社会科学の新しい方向は，諸社会科学の共同研究，すなわちインターディ
シプリナリーな研究方法による統合と，ダイナミックなジステムとして社会
(1) 
現象を理解しようとする方向であるといわれる。
インフレーションのごとき経済現象，ストライキという労働問題，戦争さ
えも，社会心理学や社会学などの研究方法を取り入れて解明しようとする。
企業経営の諸問題，たとえば経営組織，マーケティング，人事管理なども関
連諸科学との協同によって展開されつつある。
いまひとつは種々の社会現象を単純な因果関係から説明するのでなく，生
きた有機体のごときモデルとしてとらえ，説明する方向である。人間の行動
から生じる社会現象は機械的な，安定した因果関係モデルにおいてとらえる
よりも，たえず変化する，各部分のあいだにフィードバックが行なわれる複
雑なモデルにおいてとらえるほうが有効と考えられるようになったのである。
このような研究方法をダイナミック・システム的アプローチと呼ぶことがで
きる。
私がいままで研究してきた人間関係論や近代的組織理論では，まさにこの
二つの方向が急速に展開しつつある。人間関係論は1930年代に経営学，社会
心理学，文化人類学などの協同研究として発展したが，ノ：：：ーナード以降の近
代的組織理論も， リカート，アージリス，マクグレガー，七ルズニック，ハ
ーツバークなど心理学者，社会学者の協力が大きな意味をもったといえる。
(1) Lundberg, C. C.: Toward Understanding Behavioral Science by Adminis-
trator (in Behavioral Concepts iri Management, ed. by D. R. Hampton, 1968) 
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それらはいまや行動科学的組織理論と呼ぼれる。
しかしここでは，いまひとつの新しい傾向であるシステム的アプローチに
重点をおいて考えてみたい。
最近システムという語ほ一種の流行語になった感がある。システム商品，
システム産業， システム・アナリシス，システム・エソジニアリング等々。
しかし考えてみると，システムという語は日本語として「体系」「系統」と訳
されかなり古くから用いられたものである。生理学では人体ほ消化器系統，
循環器系統，神経系統などから構成されると見ていた。また部分的な知識が
学問となるためにはこれらを一貫性のある理論体系に構築しなければならぬ
とされてきた。そこでほいくつかの部分から構成される全体という意味が考
えられていたことほ疑いない。同時に各部分間になんらかの関連があるとい
う認識もあった。
しかし最近いわれるシステム的理解ないしアプローチにはもっと厳密な意
味が付せられているし，このようなモデルを考えることによって種々の現象
がよりよく説明され，理解されるのである。
二種々のシステム・レベル
すべてのシステムにはまず少なくとも次のごとき特徴がある。
(1) システムにはいくつかの部分がある。
(2) それらの部分は相互に関連をもっている。
(3) 相互に関連している各部分は多少とも複雑な環境のなかに存在してい
る。
さきにも触れたように，システム自体はひとつのまとまりをもった一体で，
全体としてひとつの意味あるいほ機能をもっている。そして意味をもち，ぁ
るいは機能をするシステムはそれを構成する部分から成りたっていると考え
られる。いくつかの部分から構成され，これら各部分が相互に関連し，ある
いは作用しあるところに全体の意味や機能があらわれてくるのである。全体
だけがあって，それを構成する部分から構成されているという認識がないと
きほ，それをシステムとほ呼ばないのである。
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次にダイナミック・ジステムのモデルではこれが複雑な環境のなかに存在
すると考える。これを説明するために，ここで種々のツステム，種々のレベ
(1) 
ルのシステムを考えてみよう。
(1) 第一レベルのシステムは静的な構造のシステムで，たとえば宇宙系の
構造のようなもので，枠組のレベルと呼んでもよい。
(2) 次ほ予め定められた動きをする単純な動的ヽンステムであって，時計機
構のシステムである。時計はゼソマイ，テンプ，歯車，指針，文字盤などか
ら構成され，それらが連動して正確な時刻を示すという動的な機能をもった
システムである。
(3) 第三は自動制御装置，あるいはサイパネティック・システムである。
均衡を保つための自動制御のシステムで，電気こたつや電気毛布のなかに組
みこまれているサーモスタットにちなんで，サーモスタットのレベルと呼ば
れる。
以上の三つのレベルのシステムは生命をもたず，従って自己を保存し，存
続するという機能をもたない。自動制御装置ほ温度に応じて電流を切ったり，
繋いだりするが，その単純な機能を果すだけで，システム自体が環境のなか
で適応を行なうことによって存続をはかるわけではない。すなわち環境との
あいだに相互作用はなく，部分間の相互作用だけである限られた機能をもつ
ものである。従って以上のようなシステムほ「閉じられたシステム」 (closed
system) といわれる。 これに反して以下に述べる生きたシステムは多少とも
複雑な環境のなかで，環境との相互作用，換言すれば適応を行ないながら，
自己保存をほかるものである。それゆえにそれらは「開かれたシステム」
(open system) と呼ばれる。
(4) 第四のレベルは自己保存のツステムであり，このレベルではじめて生
命のないシステムと区別される。そのもっとも単純なものは細胞である。
(5) 次のレベルは成長し集団ないし群落を作るシステム・レベルであり，
植物によって代表される。植物は茎，根，葉，花などから構成され，成長じ
(1) Boulding, K.: General Systems Theory. The Skeleton of Science, "Mana-
gement Science," Apr. 1956. 
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種属の維持をはかるが，その環境への適応は比較的単純である。
(6) 次の動物のレベルでは，移動性があり，若干の自己意識をもち，何ら
かの目的をもった行動ができるから，環境への適応はより高次のものとなる。
(7) 人間，すなわち個人としての人間がその次のレベルに出てくる。人間
は自己意識をもったシステムで，また言語を用い，その他種々のシンボルを
用いる能力がある。人間が多くの複雑な部分，すなわち人体の器管の相互作
用によって複雑な適応活動ができることはいうまでもない。
(8) その次のツステム・レベルは複数の人間が構成する社会ヽンステム，も
しくは人間組織のシステムである。ここではメセージの意味，内容が考えら
れ，種々な次元の価値体系が存在し，美術，音楽，詩などの精妙なシンボル
化が行なわれ，人間感情の複雑な綾が織りなされる。
(9) ボールディングはさらにその次に最終的，絶対的，どうしても未知な
超越的システムを構想している。
この最後の超越的ヽンステムを別として，われわれは以上のような低次から
高次にわたる各種のシステムを経験し，区別することができる。そしていろ
いろの科学はそのうちのどれかのレベルのシステムをとらえて研究している
が，どのレベルのシステムをとらえるかはその科学の目標によって決まるの
であり，どれがより単純で低次の科学で，どれが複雑で高次の科学だとは一
概にいうことはできない。
さて社会科学，たとえば経済学や経営学は複数の人間の相互作用のなかで
行なわれる現象を説明しようとするものであるから，そこでの社会経済や企
業活動などを社会システムのモデルにおいてとらえねばならない。ことに企
業（その他の組織についても）の活動は，（1）多数の人々が一定の目的のため
に協慟をしながら，外部の消費者・需要家に働きかけて製品を販売するが，
(2)同時に技術水準，消費者の要求の変化，あるいは競争のごとき環境条件の
変動に適応していかなければならない。さきにあげた「複雑な環境のなかで
存続をはからなければならない」のである。言葉をかえていうならば，企業
は複雑な環境とのあいだに相互作用をもつ「開かれたシステム」，あるいはダ
イナミック・システムと見られる。
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われわれが問題とする企業にあってほ以上2つの特徴をもつばかりでなく，
，，ミーナードが的確に指摘するとおり，
(3)それは一定の目的をもち，従ってまたシステム内の人々の活動ないし行
動はその目的のために整序あるいは調整されることを注目しなければならな
"‘o 
バーナードは，明確な目的のために調整された複数の人々の活動（ないし
(2) 
諸力）のツステムを組織と定義している。しかもその目的は環境の変化に伴
って修正あるいは再規定されるとし，従って経営者の重要な機能ほ，たえず
変化する環境に応じて適応をはかることであると言うのである。まさに組織
をダイナミックな行動ヽンステムと見ているのである。
ただ注意すべきは，バーナードの場合は組織（公式組織）を人々の協働の
システムと見るのであって，企業のなかにある資本，土地，建物，機械設備
などの物的・技術的ヽンステムは抽象されている。現実の企業（あるいは政府，
病院，学校，宗教組織なども）は一方に物的・技術的ヽンステムと，他方に人
々の調整された活動の人的・社会的システムとから構成されているから，も
し企業をひとつのシステムと見るならば，物的・技術的システムと人的・社
会的システムはその部分，言いかえればサブシステムと考えられる。とこる
がバーナードの立場は人的・社会的システムである組織をジステムとしてと
らえるから，企業のごときシステムは，彼の用語では「協働システム」と呼
び，組織をふくむ，より上位のシステムとなる。どのレベルをシステムとし
てとらえるかは，問題とするレベルによって研究者が選択できるのである。
しかし最近の組織理論はウッドワード研究などを契機として，有効性ある
組織のあり方は一様でなく，技術的特性によって異なるという主張が現われ
てきた。それゆえ組織を技術と人との総合的システムとして把えねばならな
いというのである。ここで有効性とは組織の目的を達成する程度をいう。す
なわち組織の技術的特性によって異なる組織の構造および運営が目的の達成
に役立つとするのである。
(2) Barnard, C. I.: The Functions of the Executive, 1938. 山本安治郎，田杉競，
飯野春樹訳，新訳「経営者の役割」第六章。
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三 、ンステムの種々な特性
ここでは企業をひとつのシステムとしてとらえる。企業はひとつ，あるい
は複数の目的をもつシステムである。その目的は単に利益だけであることも
あろう。しかし現在はむしろ企業の目的は複数であり，長期的利益のみなら
ず，売上高ないし市場占有率の増大，製品あるいはサービスの質，従業員の
満足，社会からの承認などが含まれ，それら複数目的（そのシステムが考え
るそれらのある種の総合）を追求するものと考えるのが一般である。そして
企業の環境としては，技術的水準，消費者の要求，労働組合や地域社会の要
求，またその企業が属する産業，従って同業者および国民経済，さらに経済
の国際化に伴なう国際経済的条件など，きわめて多様のものが含まれ，少な
くともそのうち 2~3が時々の環境変化として企業の存続に大きな影響を及
ぽすのである。
このように目的および環境が企業というツステムにとって様々であるため，
(1) 
このシステムの特性は決して一様でなく，種々の異なる特性をもっている。
(1) 規模 いうまでもなく企業はさまざまの規模をもち，規模が大きくな
るほどシステムは複雑となる。数人の従業員をもつ零細なシステムから，数
万人の人々から構成される巨大企業，さらに世界の多くの国々にまたがる多
国籍企業まであり，その複雑さの程度もきわめて多様である。
(2) 形態ないし構造 企業の規模が大きくなるに伴ない，、ンステム内には
専門化が進み，多くの異なる機能をもつサブシステムを含むことになる。そ
こにいわゆる組織構造が形成されるが，それにも種々のものがあり，ひいて
機能別組織のような形態から，製品別のサブシステムにかなり大きな自主性
を認めて，そのように全ヽンステムとサブシステム間の関係を調整するものま
で存在する。
(3) システム内部の変化に対する適応性 システム内部のサプシステムは
自動的に調整されるとは限らず，それらの間に緊張あるいは対立を起す。そ
れはセクショナリズムから来ることもあり，利害の対立から来ることもある
(1) Lundberg, ibid. 
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が，それが全システムの目的達成にとってマイナスになることがある。ある
システムではかかる緊張や対立を比較的容易に解決することができるが，他
のシステムではシステムの目的にとって大きな障害となることがある。たと
えば合併によって成立した企業が，もとの企業に属した人々の派閥を残存し
てシステムとしての一体的協力が妨げられることがあるが，それを克服する
努力が成功することもあり，そうでない場合もある。
内部の変化に対する適応は語をかえていえば，内部ヽンステムの維持といっ
てもよい。
(4) 環境の変化に対する適応性企業は前述のように，金融機関，原料取
引先，製品の消費者・需要家，労働組合，その他外部と交渉をもち，それら
と相互関係をもつ。また技術水準，国際経済状況とも関連をもっている。た
だ産業種類や規模によってはこのような環境変化とあまり大きな関連をもた
ず，適応性をさほど必要としないものもある。それにしても近年激しくなっ
た環境の変化に対して大きな適応力をもつシステムと，適応力に乏しいシス
テムとさまざまである。
(5) 目的の数とその適応性 さきにも触れたようにシステムの目的はたと
えば利益の獲得というように一つに限られている場合もあるが，現代の大企
業ではおうむね，利益だけではなく，システムの内部および外部に関連する
複数の目的をもつのが普通である。たとえば売上高の増大，良質の製品・サ
ービス，従業員の満足，システム内部の対立解消ないし調和，地域社会から
の承認などがあり，そのなかのいくつかが意識的に目的として選ばれている
と見られる。しかもこれら目的やその具体的内容は環境の変化とともに修正
されざるを得なくなることがある。バーナードのいうように目的の設定は必
らず環境との関連において行われる必要がある。システムないし組織の働き
かけによって環境を変えることができ，ひいて達成が可能な目的を選ばなけ
ればならないからである。また環境がきわめて抵抗的で組織の力で変えるこ
とができない場合，あるいは環境がはげしく変化して目的達成が困難になっ
た場合にほ， 目的を修正ないし再規定することも必要になる。今日重大化し
た公害問題のごときはかかる環境変化のもっとも大きなものであることほ，
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改めて指摘するまでもないであろう。また技術的進歩や，消費者の要求の変
化・高級化なども大きな環境変化に属するものであり，このためにある種の
製品は陳腐化して需要が激減するから， 目的の修正を迫るものである。シス
テムによって，このような適応性の大きいもの，小さいものがある。
以上の諸点において企業というジステムの特性ほさまざまである。しかし
ながら，システムの規模が大きくなるとともに内部の複雑性が増大するから，
内部システムの維持が大きな課題になるとともに，近年のごとく環境の変化
が激しくなるに伴ない，変化に対する適応性を大きくすることがきわめて重
要な課題となるのである。組織の面からいえば，前の問題に対しては事業部
制（分権化）が有力な解決方法を提示したが，これだけで全部が解決するわ
けでしまない。後者に対しては近年適応性の大きい組織，すなわち適応的組織
ないし流動的組織の探求が進められ，また戦略的意思決定の研究が展開され
つつあるが，それらは現在，緒についた段階と見られるべきであろう。そし
てそれらの研究もおうむねツステム的アプローチを基礎において進められつ
つある。
四 内部ヽンステムの維持
アージリスほ組織をシステム的にとらえ，それぞれの組織の特性を明らか
にするためにミックス・モデルなるものを提示している。組織のモデルを次
の6つの次元から構成されるものと考え，それぞれの次元につき本質的特性
からもっとも遠い極から，もっとも近い極までのどこに位するかによって，
(1) 
その組織の特性をとらえようとするのである。
6つの次元について本質的特性に近いというのは次の通りであり，遠いと
いうのはこの逆である。
(1) 全体はすべての部分の相互関連を通じて作られ，コントロールされる（
(2) 部分の配列，整序を意識する。
(3) 部分目的でなく，全体に関連する目的を達成する。
(1) Argyris, C.: Integrating the Individual and Organization, 1964. 田杉競，
新版人間関係， 165頁以下参照。
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(4) 内部に関連する中核的活動に思いのままに影響を与えることができる。
(5) 外部環境に関連する中核的活動に思いのままに影響を与えることがで
きる。
(6) 中核的活動の質は現在だけでなく，過去，現在，将来から影響される。
ここで中核的活動というのは， 目的の達成，内部ヽンステムの維持，および
環境への適応活動をいう。
このようにアージリスも組織をシステムとしてとらえ，部分と全体との相
互関連を通じて全体の目的達成が重要であるとし，かつ内部システムの維持
と外部環境への適応との両側面における組織の活動が組織の存続，成長に重
要であると論じている。
企業あるいは組織をシステムとしてとらえるとき，、ンステムは複数の部分，
すなわちサブシステムから構成され，これらサブ、ンステムの相互関連を通じ
て全体のシステムが活動し目的を達成することができると考えられる。それ
らサブ、ンステムが時に緊張ないし対立をすることがあっても，おおむね総合
調整されてこそ有効な活動ができるのであり，従って上に述べた両側面のう
ち，ひとつは内部システムの維持が必要で，企業のなかの各部門が全体目的
のために相互に密接に関連を保ちながら活動しなければならない。各部門の
あいだに対立が続くならば，企業の成長はおろか，存続さえ危うくなるであ
ろう。
このような企業内のサブシステムは見方によって，本社組織の部門，各事
業部と見ることもできるし，また企業の各機能部門と見ることもできる。経
理部，製造部，営業部，人事部，研究所ないし新製品部などの機能別に専門
化された部分である場合もある。それらの部門が限定された機能のみに専門
化するために，全ヽンステムから遊離した部分目的に固執することもあり，ぁ
るいはサブシステム間で対立を起すこともある。部門間対立とか，セクショ
ナリズムと呼ばれる現象である。システム全体を総括する責任をもつ経営者
が組織全体の基本目的と基本方針を徹底させるための経営戦略を決定すると
いう活動，すなわち経営者のリーダーシップほ，このような部門間の対立を
防ぐのに有効と考えられる。それとともに部門管理者には部門にとらわれず，
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部門間の相互関連を通じて全体システムの目的が達成されるという認識，そ
れに基く意思決定，すなわち総合管理の技能 (conceptualskil) が要求され
るのである。
しかしシステム内部を有効に維持するための問題はそればかりではない。
これについてランドバーグはシステム・レベルの概念を用いて興味ある図式
を提示している。
全体としての、ンステムが複数の部分，すなわちサブ、ンステムから構成され
ることは度々述べた。しかしサブシステムにもいくつかのシステム・レベル
があることを認識すべきであり，それによって種々の問題を見出すことがで
きるとする。すなわち組織を構成する部分には個人、ンステム，集団（個人相
互間）システム，多集団システム（物的システムをも包含する）の 3つのレ
(2) 
ベルを区別することができる。
個人システムのレベルでは欲求，動機（システムの目標），自我，能力，関
心（システム部分），個性（システム構造），認知，学習，合理化（口実を見出
す意，システム過程）などの問題があり，主として心理学者や精神分析学者
の領域である。
集団（個人相互間）、ンステムのレベルでほ，集団の凝集性，集団の課題，
動的均衡，成員の満足（システム目標），リーダー，役割，相互作用（システ
ム部分），コミュニケージョン網，影響力ないしリーダーシップ（システム構
造），発議集団的意欲，問題解決（システム過程）などの問題がある。これ
らはいずれも集団の一体感あるいは凝集性に関連するものと見ることができ，
社会学者や社会心理学者の領域である。
多集団ないし組織ヽンステムのレベルでは，利益，力の均衡，有効性（シス
テム目標），工場ごとの従業員，作業集団，資本，スタッフ（システム部分），
権威，地位，原価，権力（システム構造），研究，計画，生産，マーケティン
グ（システム過程）などの問題があって，それらは経済学者，経営学者，文
化人類学者，社会学者が扱う問題であろう。
このように 3つのそれぞれのシステム・レベルに存在する問題のほかに，
(2) Lundberg, ibid. 
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たとえば個人、ンステムと集団システムとの関係，個人システムと組織システ
ムとの関係の問題などがある。このようなシステム・レベル相互間の問題の
所在を包括的にとらえるためにランドバーグは次のような図式を提示した。
この図式から見られるように種々の
レベルおよびレベル間の問題がありう
る。
(1) 3つのレベルの各、ンステムはそ
れぞれのツステム内に存在しうる関係
システム・レベル
個人 集団組織
A'B'C'  
シ；個
ム集団あるい． 
レ
は個人間
ベ‘
Jレ
多集団ある
いは組織
人 A 
B
 をあらわす。 A,B, C,はそれぞれのシ
ステム内の関係を示す。
(2) 対角線上の A-A',B-B'C-
C' は同種， 同レベルにある二つのシステム間に存在しうる問題を意味する。
(3) 低次のシステムと i0包括的な高次のシステムとの間の関係， A-B',
A-C', B-C'をも図は示している。
． 
(4) また逆により包括的な高次のシステムと低次のシステムとの間の関係，
B'—A, C'—A, C'—B にも問題がありうることを示している。
システム内部にあるサブシステム間の調整の維持は，このような各レベル
間に存在しうる問題の解決という角度からも見ることができるのである。
c
 
， 
五 外部環境への適応
経済社会が安定的で大きな変化の少なかった時代には，環境の変化に対す
る関心も少なく，これに対する適応の問題もほとんどなかった。きわめて僅
かの企業が革新的経営（イノベーツョン）を行なって，大きな利益を得ただ
けである。
しかしながら第二次大戦後のように，科学技術の進歩がきわめて速やかで，
また社会的変化，国際情勢の変転もほげしく，さらに消費者の要求，嗜好も
たえず流動するような時代になると，
な変化に適応をはからなければ，
企業をはじめすべての組織はこのよう
その存続が困難あるいは不可能になる。環
境の変化に対する動植物のような生体の適応と同じような関係にあり，適応
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の困難な生体は死滅するように，環境変化に適応しえない組織は存続できな
いという認識が明らかになった。このようなオープン・システムのモデルほ
もともと生物学で考えられたものであるが，それが経営の問題についても用
いられるようになったのである。
さきにも触れたように，バーナードは組織の目的の設定ほ，環境との関連
において行われねばならないことを指摘するとともに，環境の変化に対応し
て目的の修正，再規定が必要であり，それが経営者・管理者の主要な機能で
あることを主張している。ここで注意すべきはバーナードにおける組織は，
全体組織ばかりでなく，それを構成する部分組織（たとえば事業部，部，課
など）も単位組織としてとらえ，それぞれに目的があると考える。そして部
分組織の目的（部分目的）と全体組織の目的とが，目的・手段の関係で相互
に関連を保ち調整されるべきものとする。従って組織の各部分および全体の
目的ほいずれも，その時々の状況の変化に応じて行動目標を設定することで
あり，言いかえれば時々の意思決定を意味するのである。意思決定こそ経営
者・管理者のもっとも重要な機能と見る近年の考え方はこのような関連から
出ているものということができる。
適応のための意思決定をするとき，環境の客観的条件を正しく見極めねば
(1) 
ならない。それがサイモンのいう意思決定の事実前提である。しかしそれと
ともに単位組織の上位にある組織から与えられる目標と方針とが前提となり，
それに応じた意思決定でなければならない。全体組織に含まれる各種の単位
組織ではこのような目標と方針とが経営者から与えられる。それゆえこれら
のレベルでは意思決定の価値前提も存在している。この価値前提と事実前提
のもとで合理的な，かつ合目的的な意思決定が行なわれる。このような意思
決定モデルは計画化された意思決定 (programmeddecision)といわれる。そ
してかかるモデルによる意思決定を精緻化する努力は近年著るしく発展し，
またそれを実行するための情報の整備にも大きな努力が注がれてきた。オペ
レーツョンズ・リサーチとか，経営科学 (Managementscience) と呼ばれる
(1) Simon, H. A._: Administrative Action, 2nd ed. 1957. 松田武彦ら訳「経営
行動」
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各種の手法である。
ところが組織の全体目的を設定し，あるいは修正する場合，いわゆる経営
戦略，それに基く経営計画を設定する場合には，価値前提は与えられている
のではなく，価値前提そのものを経営者が設定しなければならない。ここに
経営者の行なう意意決定の困難さがある。しかも事実前提についても，企業
全体にかかわるような環境の客観的事実がすべて明らかであるとは限らない。
むしろ変化はたえず進行しており，未来は未知の分野で，ある程度の推測を
するほかない。そのうえにかかる部分的無知の状態をふまえて価値前提をみ
ずから設定しなければならないのである。まず企業目的とされるものも現代
では単ーではなく，たとえば地域社会との調和とか，公害防除のごとく急に
関心の高まってきた社会的責任の問題も加わり，多くの目的を総合したもの
とならざるを得ない。また技術的進歩を十分にとりいれ，消費者，需要家の
要求を満足する製品やサービスの提供を目ざすとすれば，環境適応のための
全体目的の設定は多くの不確実性をふくんだ意思決定であり，計画化されざ
る意思決定 (nonprogrammeddecision) あるいは戦略的意思決定 (strategic
decision) といわれる。
(2) 
アンソフの用語に従えば，上記の内部システムの維持のための意思決定は
管理的意思決定 (managementdecision) であり，環境変化に対応する意思決
定は戦略的意思決定である。
最近，戦略的意思決定論あるいは経営戦略論としてはサイアートおよびマ
(3) 
ーチが最適基準原理ではなく，満足基準にもとづく適応的意思決定を主張し
ているし，またアンソフはデ、ンジョン・ツリーによる戦略的意思決定を説く
が，管理的意思決定のごとき数理的決定手法は有効でないとされている。も
っとも困難な領域であろう。
(2) Ansoff, I.: Toward a Strategic Theory of the Firm, (in Business Strategy 
ed. by Ansoff, 1969) 
(3) Cyert, R. M. and J. G. March: A Behavioral Theory of the Firm, 1963. 
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六むすび
以上システム的アプローチの性格について述べ，企業活動をオープン・シ
ステムないしダイナミック・ツステムのモデルによってとらえることが，多
くの問題を扱うのに有効であることを論じた。
オープン・システムのモデルによって企業に関する種々の問題の所在やそ
の意義•関連が明らかになるが，システムを構成する部分，すなわちサプツ
ステム相互間の関連を調整する問題，いいかえれば内部システムの維持に関
する意思決定についてほ，いまや多くの計量的手法が発展し，さらにコンピ
ュークーの利用が有効となっているが，外部環境への適応という次元におい
てほ，ある程度の意思決定理論が現われているけれども，計量的方法はなお
展開されておらず，経営者の判断を加えた適応的意思決定にまたざるを得な
ビジネスポリ
いのが現状である。それゆえにまた，経営者の意思決定，経営戦略（経営方
シー
針ともいう）に関するケース・スクディもさかんに行なわれているのである。
